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法律改定法律改定法律改定法律改定によりによりによりにより中型自動二輪車中型自動二輪車中型自動二輪車中型自動二輪車のののの
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急増急増急増急増のののの要因要因要因要因はははは、、、、今年今年今年今年 1 月月月月 19 日日日日よりよりよりより

ゴリーのオートバイもゴリーのオートバイもゴリーのオートバイもゴリーのオートバイも普通免許普通免許普通免許普通免許でででで

なったことにあるなったことにあるなったことにあるなったことにある。。。。  

 

売上売上売上売上トップはホンダトップはホンダトップはホンダトップはホンダ  

自動車輸入者連盟（SDA））のデータによ

ると、国内自動二輪車新規登録台数

の 27,222 台をピークに以後減少傾向

昨年は 15,212 台で、前年比 8.7％

1 参照）。  

（図 1）  

今年に入ってからも、1～4 月

数は 4,984 台にとどまっており

7.2％減少した。その中にあって、

以下のカテゴリーのみが今年急増

2012 年通年で売上台数 3,140 台

対し、2013 年 1～4 月の売上台数は

前年同期比 158％と大幅に増大した

参照）。  

 

 

 

 

 

24947

27222

19741
18451

0

5000

10000

15000

20000

25000

30000

自動二輪車新規登録数自動二輪車新規登録数自動二輪車新規登録数自動二輪車新規登録数のののの

チェコ政治・経済の動き － 2013 年 5 月   

 

きききき  

のののの売上急増売上急増売上急増売上急増    

以下以下以下以下のののの自動二自動二自動二自動二

増大増大増大増大しているしているしているしている。。。。

よりよりよりより、、、、このカテこのカテこのカテこのカテ

でででで運転可能運転可能運転可能運転可能とととと

のデータによ

国内自動二輪車新規登録台数は 2008 年

以後減少傾向にある。

％減少した（図

 

月の新規登録台

にとどまっており、前年同期比

、50 cc 超 125cc

今年急増している。

台であったのに

は 2,155 台で、

した（図 2、3
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排気量 台数 構成比

50 cc 以下 1147 21.35%

125 cc 以下 834 15.52%

 

その原因は、法律の改正

月に公布された道路交通法改正法

1 月 19 日より施行されたが

車普通免許証で、オートマチックであれば

排 気 量 125 cc 、 出 力 11kW

0.1kW/kg 以下の自動二輪車

った（*注）。改正前は、普通免許

なオートバイは 50 cc までに

このため、法律改正の影響

動二輪車の売上台数急減という

いる。2013 年 1～4 月、同

る新規登録台数は 569 にとどまっており

年同期の半数以下に落ち込

 

1～4 月の 50 cc 超 125 cc

におけるブランド別ランキングをみると

位はホンダで 2 位以下を大

る。2 位はマクソン（中国
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構成比 台数 構成比 伸び率 

 

21.35% 569 11.42% △50.4% 

 

15.52% 2155 43.24% 158.40% 

 

改正にある。2011 年 9

道路交通法改正法は、2013 年

されたが、これにより乗用

オートマチックであれば、

11kW 、 出 力 重 量 比

自動二輪車も運転が可能とな

普通免許で運転可能

までに限られていた。

影響は、50 cc 以下の自

という形でも現れて

同カテゴリーにおけ

にとどまっており、前

込んだ（図 3 参照）。  
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2 位は全カテゴリーにおける順位と同じであ

る。日系では、ヤマハが 4 位に入っているが、

5 位以下 10 位までに中国メーカーが更に 3 社

ランクされている。一方でイタリア老舗メー

カー、ピアッジオ、およびピアッジオ・グル

ープに属するアプリッラもそれぞれ 6 位、10

位を占めており、スクーター発祥の地の伝統

の強さを示している（図 4 参照）。  

 

（図 4）  
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ブランド名 台数 構成比 前年同期比 

   

ホンダ 622 28.86% 153.88% 

   

マクソン（中国） 346 16.06% 198.28% 

   

Kymco（台湾） 159 7.38% 211.76% 

   

ヤマハ 116 5.38% 70.59% 

   

Longja（中国） 114 5.29% 200.00% 

   

ピアッジオ（イタリア） 114 5.29% 307.14% 

   

Znen（中国） 102 4.73% 343.48% 

   

*Kentoya（チェコ） 60 2.78% - 

   

Jonway（中国） 56 2.60% 154.55% 

   

アプリッラ（イタリア） 44 2.04% 109.52% 

   

*2012 年 1～4 月の新規登録台数＝0 

   

  

新新新新たなたなたなたな富裕顧客層登場富裕顧客層登場富裕顧客層登場富裕顧客層登場  

機種別では、ホンダの PCX125 が、今年 4

月までに 563 台販売されており、国内で最も

売れ筋のモデルとなっている。このほか、マ

クソンの「マタドール」、あるいは台湾メー

カーKymco の DJ125S など、いずれも価格的

に 4 万～6 万コルナ（約 20～30 万円）程度の

スクーターが市場をリードしている。他方、

国内ディーラーは、昨年までと異なり、同じ

125 cc でも、10 万コルナ（約 50 万円）前後

の製品を好んで購入する顧客が増えてきたと

指摘している。業者はこの現象を、上述の法

律改正により、自動二輪免許を持たないため、

これまで乗用車のみを運転してきた、より高

級志向にある消費者層が、バイク市場に新た

に参入してきたためと説明している。すなわ

ち 125 cc のオートバイ購入者には、車より安

価な交通手段としてこれまで 50 cc を利用し

てきた中流層のみならず、自家用車に加えて

オートバイも運転したいという富裕層も少な

からず存在することになる。  

国内ディーラーは、125 cc のオートバイ売

上は、今後も上昇していくと予測している。

欧州内ではチェコのほかフランス、スペイン

でも、普通免許で中型自動二輪車の運転が認

められているが、これらの国では、制度変更

以来、通勤、通学にオートバイを利用する者

が急増したと報告されている。都市部におけ

る交通渋滞、駐車事情が深刻化する中、チェ

コでも今後、自家用車通勤からオートバイ利

用に移行する者が増大すれば、それによりオ

ートバイ市場が再び活気づくと業者は期待し

ている。  

 

* 同法改正は、2006 年に採択された EU 指令  

2006/126/ES に基づきなされたものであるが、

当該条項はチェコ国内のみで適用されるもの

である。  

                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                    

政治政治政治政治・・・・経済日誌経済日誌経済日誌経済日誌     

２日●中銀は、最新のマクロ経済見通しの中

で、今年の GDP 成長率予測を前回 2 月

の 予 測 発 表 時 に お け る △0.3 ％ か ら

△0.5％に、また来年についても+2.1％

から+1.8％にそれぞれ下方修正した。

またインフレ率に関しては、2013 年第

4 四半期について 1.7％から 1.8％に、

2014 年第 3 四半期について 1.8％から

1.9％に上方修正した。  

  ●財務省によると、4 月末現在の財政収

支は 165 億 4,000 万コルナの赤字で、1

～4 月までの赤字額としては、2000 年

以降最低を記録した。 

３日●欧州委員会は、今年のチェコの GDP 成

長率予測を、2 月発表時の 0％から△

0.4％に下方修正した。また財政収支赤

字の GDP 比に関しては、 3.1％から

2.9％に修正した。  
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７日●統計局によると、第 1 四半期の貿易収

支は 960 億コルナの黒字。  

  ●統計局によると、3 月の工業生産は前

年同月比 6％減（労働日数調整後△

0.2％）。うち自動車生産は 15.4％減。 

●統計局によると、3 月の建設工事は前

年同月比 20.6％減少した。  

  ●自動車工業会によると、1～4 月の乗用

車（新車）売上台数は 51,514 台で、前

年同期比 14％減少した。一方オートバ

イ売上台数は 2,678 台で、同 15％増。  

８日●チェコ電信電話局（CTU）によると、

昨年末現在における高速インターネッ

ト・ユーザー数は 330 万人で、前年同

期比約 7％増大した。うち約 29％が固

定電話経由 DSL、約 27％が WiFi、20％

が携帯電話 3G/CDMA、16％がケーブル、

8％が光ケーブルを利用している。  

９日●統計局によると、3 月の小売売上は前

年同月比△3.3％。これにより 5 カ月連

続してマイナスを記録した。労働日数

調整後の数値は前年同月比△0.1％、前

月比+1.4％。1～3 月では、前年同期比

△2.9％、うち自動車売上は△6.8％とな

っている。  

  ●統計局によると、第 1 四半期に国内宿

泊施設を利用した外国人観光客の数は

1,312,482 人で、前年同期比 3％増。国

籍別では、ドイツ人が最も多く 275,762

人（2.7％増）、以下ロシア人（170,463

人、13.7％増）、スロバキア人（77,135

人、2.3％増）、イタリア人（75,358 人、

△9.7％）となっている。またアジアか

らの観光客では、中国人が増大、日本

人は減少傾向にあると同局は発表して

いる。  

10 日●統計局によると、4 月の消費者物価上

昇率は前月比 0.1％、前年同月比 1.7％。 

  ●労働・社会福祉省によると、4 月末現

在の失業率は 7.7％で、前月比 0.3％減

少した。ネチャス首相はこれに関して、

「失業率減少は、農業、建設などの部

門における季節労働の増大によるもの」

と述べた。地方別ではプラハが 4.7％で

最低、最高はウースチー地方（北ボヘ

ミア）の 11.2％であった。  

  ●中銀は、今年の財政赤字 GDP 比に関し

て、2 月発表時の予測値 2.7％を 2.4％

に下方修正した。  

13 日●チェコ電信電話局（CTU）によると、

昨年国内でアクティベートされている

SIM カードの数は、約 1,350 万枚で、

前年比約 1％減少した。  

14 日●コンサルティング会社プロフィット・

システムによると昨年国内のフランチ

ャイズ・ブランドは 19 増大し、過去最

高の 200 に達した。今年は更に 30 程度

の増大が見積もられている。また昨年

末現在フランチャイズ・ライセンスに

基づき国内で事業を行っている企業の

数は 4,183 社で、支店数は 5,300 であっ

た。一方チェコ・ブランドの外国（大

半はスロバキア）におけるフランチャ

イズ企業数は 41 で、前年比 8％増大し

た。  

15 日●統計局の速報によると、第 1 四半期の

GDP 成長率は前四半期比△0.8％で、6

四半期連続してマイナスを記録した。

前年同期比では△1.9％。主なマイナス

要因は外需の大幅減少と同局はみてい

る。近隣諸国では、ドイツで前年同期

比△0.3％、ハンガリー△0.3％、オース

トリア 0％、ポーランド+0.4％、スロバ

キア 0.9％で、チェコは伸び率最低とな

っている。このニュースを受けて、コ

ルナが下落、2011 年 11 月以降初めて 1

ユーロ 26 コルナ台を記録した。  

16 日●労働・社会福祉省が発表した 2012 年

国内世帯家計に関する分析報告書によ

ると、同年における 1 世帯当たりのネ

ット収入は、1 カ月あたり平均 28,670

コルナで、前年比 2％増大した。世帯
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一人当たりでは 12,681 コルナであった。 

  ●財務省によると、2012 年法人税納税ラ

ンキング・トップは前年同様チェコ電

力（CEZ）であった。以下シュコダ・

オート、チェコ預金局と続いている。  

21 日●ゼマン大統領は、欧州議会が来年の議

員選挙日程を 5 月 22 日から 24 日の間

と設定したのを受けて、この時期（ 5

月 23、24 日）にチェコ総選挙を同時実

施したいとの考えを明らかにした。  

22 日●ウェブ・サイト制作会社 Effectix が電

子商取引連盟と共同で作成した報告書

「チェコにおける電子商取引」による

と、2012 年チェコの一人当たりのネッ

ト・ショップにおける年間消費額は

9,280 コルナで前年比約 7％増大した。

但し 2011 年レベル（11,695 コルナ）に

は達していない。  

  ●TripAdvisor.com のユーザー・アンケー

トに基づく世界観光旅行先ランキング

で、プラハは第 9 位で、昨年から 7 位

上昇した。首位はパリ、以下ニューヨ

ーク、ロンドンとなっている。  

27 日●ロシア訪問中のネチャス首相、モスク

ワでメドヴェジェフ首相と会談。メド

ヴェジェフ首相は、ロシア、チェコ企

業のコンソーシアム、MIR.1200 が、テ

メリーン原発拡大事業を落札した場合

には、チェコ企業が総計 60 億ユーロ程

度の契約を得ることになると述べた。

またネチャス首相をソチで迎えたプー

チン大統領は、二国間のエネルギー、

エンジニアリング部門における協力関

係の強化を望むと述べた。  

  ●所得税法改正案は、下院の一読を通過。

これは、企業の学生雇用、研修を促進

するもので、これに必要なパソコン等

の設備価格 110％のコストとしての差

し引き、雇用・研修学生一人につき一

定額の法人税課税額からの差し引き等

を定めたものとなっている。最終的に

可決されれば、2014 年 1 月より施行さ

れる予定。  

  ●マスターカード社によると、今年プラ

ハの宿泊施設を利用する外国人観光客

の数は 440 万人と予想されており、同

社が作成した今年の外国人訪問者数予

測を基にした欧州観光都市ランキング

で、10 位を占めた。1 位はロンドン、

以下パリ、イスタンブールと続いてい

る。  

28 日●ネチャス首相とともに、ロシア訪問中

のチェコ企業代表者は、計 5 つの契約

締結に成功。総計契約額は数億ユーロ

に達した。  

  ●OECD が発表した国別生活水準ランキ

ングで、チェコは 36 カ国中 22 位であ

った。これは所得、雇用、住宅、医療

レベル等 11 項目を総合して評価した

もの。首位はオーストラリア、以下ス

ウェーデン、カナダ、ノルウェー、ス

イス、米国となっている。日本はチェ

コより 1 ランク上の 21 位であった。  

  ●コンサルティング会社・Bisnode による

と、チェコ国内企業の総計資本金額

23,300 億コルナのうち、42％が外国資

本。外国資本企業のうち 18.9％がロシ

ア系、11.4％がドイツ、10.7％がウクラ

イナ、9.2％がスロバキアとなっている。 

29 日●ロシア訪問中のチェコ企業代表者は、

エカテリンブルグで新たに総額億コル

ナ単位の契約締結に成功した。  

  ●チェコ投資・ビジネス開発庁（チェコ

インベスト）によると、同庁は、韓国

の貿易・誘致支援機関・KOTRA と両国

の投資支援相互協力に関する議定書に

調印した。チェコインベストは、1993

年以降、韓国企業 19 社の誘致に成功、

その総投資額は 460 億コルナ、新規雇

用創設数は 8,500 となっている。  

  ●中銀のシンゲル総裁は、来年総選挙で

成立する新政府は、ユーロ加盟申請を
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2016 年に行うと予想されるため、最終

的なチェコのユーロ導入は 2019 年以

降となるであろうと発言した。  

30 日●スイスの国際経営開発研究所（ IMD）

が毎年公表している世界競争力ランキ

ングによると、チェコは経済停滞の持

続により、60 カ国中 35 位で、昨年の

33 位より後退した。1～3 位は昨年と同

様米国、スイス、香港。日本は 24 位で

昨年の 27 位より上昇した。  

  ● IT 部門調査会社・ IDC によると、第 1

四半期における国内パソコン売上台数

は 206,300 台で、前年同期比 16％減少

した。同社は大幅減少の要因を、前年

同期の売上台数が非常に高かったこと

のほか、今年はラップトップからタブ

レットに切り替えた消費者が多かった

ためと説明している。メーカー別では、

トップは HP、以下 Lenovo、Acer と続

いている。  

31 日●財務省は、財政見通しを発表。その中

で、今年の財政収支赤字の GDP 比は、

昨年の 4.4％から 2.8％に減少、2014 年

は 2.9％、2015、16 年 2.8％と見積もっ

ており、2012 年 5 月に発表した見通し

（2016 年には財政赤字 0 を達成する）

を大幅に変更した。同省は、この変更

は、財政緊縮を緩和し、経済成長を目

的とした支出を奨励していく方針の現

れと説明している。  

  ●自動車工業会によると、昨年の国内自

動車、および自動車部品製造企業の売

上総計額は 8,385 億コルナで、前年比

7％増、また国の全工業売上に占める割

合は 23％で前年比 1％増大した。一方、

2013 年 1～4 月の国内乗用車生産台数

は 380,673 台で、前年比 16.5％減少し

た。メーカー別では、シュコダ・オー

トが 208,878 台で 18％減、TPCA 69,826

台（24％減）、ヒュンダイ 101,969 台

（7％減）となっている。                                                                                                                                


